
議員提出第１７号議案 

 

子どもの医療費助成制度等地方単独事業への「国民健康保険療養

給付費負担金及び普通調整交付金の減額措置」の見直しを求める

意見書 

 上記の議案を別紙のとおり、会議規則第１３条第１項の規定により提

出する。 

  平成２７年１２月２１日 

         提 出 者 

足立区議会議員  鈴 木   けんいち 

同        吉 岡        茂 

同        た が た   直 昭 

同        渡 辺   ひであき 

同        鴨 下        稔 

同        鈴 木   あ き ら 

同        馬 場   信 男 

同        長 井   まさのり 

同        岡 安   た か し 

同        ぬ か が   和 子 

同        く ぼ た   美 幸 

同        た だ   太 郎 

 

足立区議会議長  高 山 のぶゆき  様 

 

（提案理由） 

 政府に対し、子どもの医療費助成制度等地方単独事業への「国民健康

保険療養給付費負担金及び普通調整交付金の減額措置」の見直しを求め

るため、本案を提出する。



子どもの医療費助成制度等地方単独事業への「国民健康保険療養給付費

負担金及び普通調整交付金の減額措置」の見直しを求める意見書 

 

国は、子どもの医療費の窓口負担を減免している自治体に対し、「国

民健康保険療養給付費負担金及び普通調整交付金減額措置」を行ってい

る。自治体の医療費助成の独自施策に対する国民健康保険の減額措置は、

国保財政を悪化させるばかりでなく、子育て支援にも影響を与えるもの

である。 

本来、国は、子育て・少子化対策等の取り組みを全国統一的に行うべ

きである。しかしながら、子ども医療費の無料化などの助成制度は、子

育て世代の負担軽減と少子化対策として全国の自治体で行っており、当

区においても、子ども医療費助成制度が平成５年１０月から実施されて

いる。 

この「国民健康保険療養給付費負担金及び普通調整交付金減額措置」

の見直しについては、平成２７年６月１０日の第８５回全国市長会議で

も「子どもの医療費助成制度等地方単独事業の実施に伴う療養給付費負

担金及び普通調整交付金の減額措置を廃止すること」の提言が出されて

おり、国も現行制度の趣旨や国保財政に与える影響等を考慮しながら、

引き続き議論していく必要がある。 

よって、足立区議会は政府に対し、子どもの医療費助成制度等地方単

独事業への「国民健康保険療養給付費負担金及び普通調整交付金の減額

措置」について見直しを行うよう強く求めるものである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 平成  年  月  日 

                  議  長  名 

内閣総理大臣 

総務大臣 

財務大臣     あ て 



厚生労働大臣 


